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江蘇教育総会の誕生
一教育界に見る清末中国の地方政治と地域エリートー
高　田　幸　男
要旨　江蘇教育総会（民国期は江蘇省教育会）は，清末から民国期前半に上海総商会と
ならんで大きな力をもった法定団体である。その前身である江蘇学務総会は1905年に結
成され，翌1906年に中央が頒布した「教育会章程」にしたがって改組され，江蘇教育総
会となる。本稿は，江蘇学務総会の発起から教育総会への改組にいたる間の，集会にお
ける議論・官との交渉・議決された「章程」を分析する。江蘇学務総会は張讐らの地方
自治・立憲制構想に基づいて結成され，そのため会の活動範囲は広く地方自治その他の
改革と結びつけられ，会員資格は実業界や地域エリート全般を含むものだった。この特
徴は江蘇教育総会にも受け継がれている。改組にあたって最大の焦点となったのは，江
蘇学務総会が江蘇省の二つの省都ではなく，上海に本部を置いたことだった。学務総会
は江蘇南北の分離の危険性を訴えて上海に固執するが，それは単に立憲運動の拠点であ
る上海に執着したのではなく，新政の進展に伴う地域間対立の激化に対応し，省南北を
統一し省益を確保しようとする要求にも応えるものだった。
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1．はじめに
　清朝最後の10年間は，王朝国家が近代国家への脱皮をはかって「新政」とよばれるさまざま
な改革を試みた時期で，近代化における中国的特色を論じる上で，現在の「改革開放政策」と
も重ね合わせて論じられることも多い。清朝が取り組んだ改革は産業・軍事・教育・警察等多
方面にわたるが，そのいずれにせよ「紳士」「郷紳」などとよばれた地域エリートに多くを依拠
せざるを得なかった1）。これに呼応し各地に出現したのが学会・商会などとよばれる団体で，
やがてそれぞれ教育会・商会として法的地位を与えられ，地域エリートの結集軸となってい
く。
　江蘇教育総会（民国期は江蘇省教育会）は，1906年（光緒三十二年）江蘇省レベルの教育会
として誕生した。その前身は前年末に結成された江蘇学務総会で，江蘇省の教育界の総意を代
表する団体として，上海商務総会（民国期は上海総商会）とともに，こののち民国期前半にわ
たって江蘇省レベルのみならず，全国政治にも大きな影響力を発揮することになる。
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　江蘇教育総会は当時の影響力にもかかわらず，研究対象として取り上げられることは少なか
った。だが早くも70年代に，Bastid氏が同会の中心人物でもあった張審の教育改革を概観する
なかで，同会が商会と密接な関係を持ち，省南北の統一を重視していたこと，中央の法令「教
育会章程」による統制にもかかわらず一定の独立性を保持したことなど，重要な指摘をおこ
なっている2）。また日本では，小林宏己氏が「教育会章程」公布以前を「下からの」，以後を
「上からの」教育会設立ととらえ，張審らは「官紳一体の協力体制」に参加し，「上からの」教
育会結成を，立憲派の勢力の「郷紳層全般」への浸透や，辛亥革命への「投機」に利用したと
している3）。清末の長江下流域における急速な学会・教育会設立の動きについては，筆者およ
びKeenan氏が実態把握をおこない，筆者が上海周辺の教育会に議会的要素を見いだして，そ
の実態から地方自治全般への展望を推測したのに対し，Keenan氏はこの動きをより明確に張
審および江蘇教育総会と結びつけて論じている4）。
　張審が立憲の基礎に地方自治を置き，実業・教育・慈善を地方自治の中心と見なしていたこ
と，商会・農会・教育会を政党と立憲運動の基礎と考えていたことは，すでに章開涜氏なども
指摘しており5），江蘇教育総会の結成が張審とその人脈の地方自治・立憲制構想に由来するこ
とは明らかである。だが，それが実現するまでの過程には当時の江蘇教育界を取り巻くさまざ
まな事情が影響を与えているはずであり，構想と結果とを直結するのではなく，ひとたびはそ
の過程を仔細に検討する必要があるだろう。
　そこで本稿では，江蘇学務総会が発起・結成されてから江蘇教育総会として中央に認可され
るまでの過程を取り上げる。江蘇教育総会の主要メンバーの一人である沈恩孚は辛亥革命の前
夜に，総会設立から1・2年の時期を「理論の時期」ととらえ，以後の「実行の時期」と対比
している6）。いわば理念と実際をすり合わせる模索の時期である。この間にどのような議論・
やり取りが交わされ，その背景にどのような事情があったのかを検討する。そうすることに
よって，革命中心史観からも，それとは表裏の関係にある立憲運動中心の見方からも見落され
がちな，教育界をめぐる地方政治と地域エリートの諸相が浮び上がってくるだろう。
ll．『江蘇学務（教育）総会文憤』について
　つぎに本稿で使用する基本史料であるr江蘇学務（教育）総会文憤』について述べることに
しよう。
　『江蘇学務（教育）総会文腰』（以下，r文憤』と略す）は，その名のとおり江蘇学務（教
育）総会が官側や他の教育会や諸団体と交わした文憤（公文）をまとめたもので，初編は光緒
三十二年八月（1906年9～10月）に出版された。その「叙」は，学務総会と「大江〔長江，揚
子江〕南北のわが諸父老郷先生」が教育事業の展開のなかで受けてきた種々の妨害の状況を相
互に理解し，妨害を乗り越えて成功するための，研究改良の資料提供を発刊の理由とする7）。
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つまり学務総会と教育界の苦闘の歴史を綴った資料集なのである。
　また，この「叙」はそのまま「江蘇学会文憤初編叙」と題してr申報』1906年9月27日付に
　「代論」として転載されており，さらに「およそ大江南北学界の歴史，および社会の官に対す
る状況を集めて一秩にしたもので，読む者に郷±を愛する気持ちを触発し，無限の感情を起こ
させ，学部〔文部省に相当〕が制定した新章程をすべて掲載し，特に社会で考証に必ず資する
書である」とする新聞社の推奨文が付いていた。r文憤』の発刊が，当時各界から注目されてい
たことがうかがえる8）。初編の構成は大きく上下に分けられ，上が会全体に関わる公文，下は
府・県レベルの地方教育会など特定方面に関わる公文で，そのほか若干の個人書簡等が補編と
して，会員名簿とともに付せられており，二編以降，中を寧属，下を蘇属（ともに後述）に改
めたり，大会の一覧表を追加するなどの変更がある。公文は総会が発したものだけでなく，相
手側の来信・返信も掲載されており，ある程度交渉の過程を追うことができる。
　本稿で主に使用した初編上に関していうと，比較的大きな事件に関するものが多いせいか，
当時『申報』に掲載されたものがかなり含まれている。なかには前述の『文順』初編「叙」の
ようにメッセージ性が強いためか，本来社説が入るべき第1面に「代論」として掲載され，結
果として一般読者へ学務総会や教育界の立場をアピールする形となっているものもある。ま
た，必ずしも江蘇学務総会名義でr申報』に掲載されたものだけではなく，「江蘇紳士云々」と
して掲載された公文も含まれており，それらも実は学務総会の代表として発せられたものであ
ることがわかる。
　ただ『文憤』は歴史研究のための資料集ではないためか，各公文にはほとんど日付がついて
おらず，テーマ別掲載なので前後関係からの類推も難しく，文面からの推測や新聞記事との照
合によるしかないのが，最大の難点である。また初編から少なくとも六編まで毎年1編出版さ
れているが，現在筆者が確認したその所蔵状況は下記のとおりで，各地・機関に分散しており
不便である9）。
　　『江蘇学務総会文憤』初編　光緒三十二年（1906）一上海図書館
　　r江蘇教育総会文腰』二編　光緒三十三年（1907）一天津社会科学院図書館
『?『??????
??
??
??
』三編　光緒三十四年（1908）一上海社会科学院歴史研究所
』四編　宣統元年（1909）一華東師範大学図書館
』五編　　　　　　　　　一筆者未見
』六編　　　　　（1911）一　　〃
本稿ではこの『文憤』と『申報』記事より江蘇教育総会誕生に至る過程を再構成していくこと
になる。
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皿．江蘇学務総会の結成
　江蘇学務総会は1905年10月に発起され，同12月に結成大会を開催して正式に成立する。ここ
では，まず発起から正式成立にいたる経過をたどり，成立当初の理念と組織構造を確認するこ
とにしよう。
1　「江蘇学会」の発起
　1905年10月4日（光緒三十一年九月六日），仮称「江蘇学会」の発起人と「江蘇士紳」，総勢
二百余人が上海大馬路の蒙学報館に集まった1°）。江蘇学務総会結成の動きは，この集会から公
然のものとなる。この集会は学会設立の「宗旨」（基本目的・方針）として，
　　（甲）本省〔江蘇省一筆者注，以下同じ〕の同志を連絡し，学界の公益をはかる。
　　（乙）本省の学務〔教育事業・教育行政全般〕を研究する。
　　（丙）本省学界の状況を調査する。
　　（丁）本省学務の欠点を補う
の4点をあげ，会章（会則）の起草員12人を主席（議長）が推挙し，次回集会において会章を
議決し，職員を選挙することを宣言して閉会した11）。
　2日後の10月6日，「江蘇学会広告」がr申報』第1面に掲載される。それは，同8日に愚園
にて会章の議決と職員の選挙をおこなう旨を伝え，その出席資格を「士紳で学務に関係のある
者，あるいは地方学務の拡張を担える者で，いずれも23歳以上」としている12）。
　8日の集会には百十余人が出席し，うち九十余人が署名入会，十余人は「因事早出」（都合に
より退出）している。主席は本来，張審が務めるはずだったが病気のため欠席し，屠寄（字は
敬山、以下同じ）が代理を務めた。集会は暫定的に，会長に張審（季直）を，副会長に揮祖那
（心転，華転）を選出し，また会董（理事）には王清穆（丹揆）・李鐘鉦（平書）・劉樹屏（藻
良）・許鼎森（九香）を選出した。事務所は上海県城小東門外にあった大生紗廠の帳房（会計
室）に暫時置かれることになった。会員資格は「1．教育の解明や普及をおこなっている者，
2．学務に関連する経済問題の能力のある者」とし，省内各府・庁・州・県から公選された代
表が上海で大会を開き，正式に学会を発足させるものとした13）。この時，会の名前は暫定的に
「江蘇学会」と定められ，以後，江蘇学務総会の正式成立後もしばしば「江蘇学会」「江蘇総学
会」という俗称が使われている14）。
　こうして発起された江蘇学会だが，この段階では『申報』における扱いもさほど大きくはな
い。また会場を「江蘇学会事務所」としていることから，発起以前に準備が相当進められてい
たことがうかがわれるが，現在のところそれを示す直接的な史料はない15）。だが，後述するよ
うに少なくとも構想を練りあげ広めていく場・機会は多くあり，そのなかで結成の気運が生ま
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れてきたと考えられる。
　発起ののち，しばらくr申報』紙面から「江蘇学会」の文字は見えなくなる。この間，会章
の起草作業と省内各地への組織工作が進行していったと思われる16）。
　11月19日より連日陣報』1面に「上海江蘇学会広告」が掲載され，12月12日から16日に第
1期常会を開催することを通知するとともに，各地の「教育に熱心な諸君子」に庁・州・県の
代表人各2名以上を選出し，各地の「学務公所」から公文によって江蘇学会へ通知するようよ
びかける。広告は，常会への出席資格者，すなわち会員を，発起人，各府・庁・州・県公選の
代表人および志願入会者としている。代表人の資格は，
　　甲．学務の董事〔理事〕，乙．各地方学会の会長，丙．地方の総董〔郷鎮レベルの指導者〕
　　丁．声望があり多くの人から称賛敬服されている者
とし，代表人を派遣できない地域は隣接地域に委託し，代理人が受託の公文を江蘇学会へ送付
することとする。また志願入会者の資格は，「甲．学務に関係する紳士，乙．学務の普及扶助を
担える紳士，丙．工商実業を興し成功を収めた老で，いずれも25歳以上」，入会金は銀10元，年
会費6元としている。これら代表人資格・入会資格・会費は，成立大会で正式に承認され，以
後も基本的に継承されていくことになる。また所在地は新馬路醤園弄へと移っている17）。
　以上のように，発起人たちがよびかけた対象は，直接教育に関与している者にとどまらず，
教育事業を支援し得る実業家などにもおよび，特に代表人は，郷鎮レベルの指導者にいたる地
域エリート全般を含んでいた。また公文の発行者に指定された学務公所は，府や県レベルの教
育行政機関として，このころ江蘇・漸江各地の地域エリートによって急速に組織されつつあっ
た。そのなかには学会的性格を帯びたものや学会と表裏一体の関係にあるものも少なくなく，
その先例となったのが上海や張審の郷里南通だった18）。これにより，江蘇学会が個人の任意加
入団体という側面をもちつつ，一方で各地の学務公所・学会のネットワークを形成し，それを
通じて省内各地の地域エリートを統合していこうとするものであったことがわかる。地域エリ
ートは現在教育に関与していなくても，今後，教育事業を（そして将来的には地方自治全般
を）担うことが期待される存在として，とらえられていたのである。
2　学務総会結成大会
　さて江蘇学会の常会，すなわち江蘇学務総会の結成大会は，予定どおり12月12日午後2時に
開幕した。以後連日午後2時開会のようで，市内の学校に勤務する会員のために学校の下校時
刻を考慮した結果かもしれない19）。出席者は，大会初日は119人，会長選挙のあった2日目が
121人で一番多く，以後百人前後で推移し，会期延長となった6日目は55人に激減している20）。
ちなみにr申報』は，会議の模様を逐次報じるほか，採択された「暫定簡章」全文を二日に分
けて掲載しており，学務総会の結成がいかに注目されていたかがわかる21）。
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　初日，張審による「立会之宗旨」の宣布に続いて，起草員の起草した会則「暫定簡章」の審
議にはいった。審議は「簡章」を逐条，黒板に列記し，全会員で議決する形で進められた。途
中まで順調に進んだ審議は，評議員の議決権をめぐって議論が紛糾することになる。
　評議員は「簡章」において各府・直隷州ごとに選出され，その定員は所轄の庁・州・県の数
に応じて決められるものとされ，その条項はすでに採択されていた（後述）。発起人たちは，
「学務は地域によって状況が異なるので，会員全体で議決できるものではない」として，各地
の地域代表である評議員に議決権を付与しようとしていた。これに対し江寧府出身の会員が
「一般会員に議決権がないのなら，会員は有名無実（原文は「虚」）である」と異議を唱えたの
である。2時間にわたる議論の末，結局，会員が大会における議決権を持つことを「簡章」に
明記して落ち着いたが，この日はこれで散会となっている22）。おそらく会期が一日延長された
のも，この「簡章」の審議の遅れが響いたものと思われる。
　職員選挙では，総理（会長）には張審が得票数118という圧倒的支持で当選し，協理（副会
長）には揮祖那（同83票），王同愈（49票）が当選した。副会長は次点の王清穆が44票，馬良・
許鼎森が各23票と，やや票が割れており，それだけに張審の信望がきわだっている。さらに経
済部幹事6人が投票で選出されたが，調査員6人・その他の幹事員10人は知名度が低いため選
挙ではなく会長が推挙して，会員の認可を得た。また問題の評議員は地方における選出が遅
れ，会期終了までに定員を満たすことはできなかった23）。
　学務総会結成大会は，6日目の17日，すべての審議を終えて閉幕した。採択された「江蘇学
務総会暫定章程」（章程とは規則のこと）は表1のとおりである。「暫定章程」についてはのち
に検討する。また指導部の具体的分析は別稿に譲り，ここでは彼らがいずれも張審と深いつな
がりを持つ人物であることを指摘するにとどめたい24）。
　さて，やや細かく6日間の経過を見てきたが，議案や候補者名を逐次黒板に書き出し，会期
の延長も辞さず1項目ずつじっくりと議論を進めていくやり方は，張審とその人脈がイニシア
チブを取っていたとはいえ，根回しですべて決めるのではなく，教科書通りの民主制度を手探
りで実践しようとする初々しさが感じられる。だが，それゆえ議案によっては対立・紛糾は避
けられなかった25）。大会で特に問題となったのが，会の持つ個人の任意加入団体という性格と
地方学会の統合機関としての性格との齪酷である。
　全省教育界の総意を代表する機関として江蘇学会を構想する発起人たちは，それゆえに各地
域の特殊事情を考慮して地域代表による評議員制を導入しようとしていた。だが当面は有志に
よる私的団体として活動せざるを得ず，個人会員の反発を招いたのだった。実はこの時点で
は，問題の評議員はおろか代表人すらそろっておらず，大会5日目には，隣接地区の代表人が
代表人を選出していない地区に学務公所の設立と代表人の選出を促し，3か月以内に代表人を
そろえることが決議されている26）。このように県レベルの学界の結集には地域差がかなりあ
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　　　　　　　　　　　　　　表1　江蘇学務総会暫定章程（抄）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内は原注，〔〕は筆者注
1．本会は本省同志により組織成立し，名を江蘇学務総会と定める。〔注釈略〕
2．宗旨　専ら本省学務の得失を研究し学界の進歩をはかり，学界外の事に干渉しない。
　　甲．師範を注重〔重視〕する（各道あるいは各府庁州県に師範学校を建立し教員・管理員を養成
　　　　し多くの初級小学校を設立することを勧導し，以て教育の普及をはかる）
　　乙．実業を考求〔考究・重視〕する（実業学校の設立を促し，農工商実業の人材を養成する）。
　　丙．尚武精神を提唱する（各学校はみな体育を重視すべきである。現在北洋〔華北諸省〕ではす
　　　でに現地徴兵を実施しており，南洋〔東南諸省〕も続いておこなう。各府庁州県の学生のなか
　　　で高等小学校卒業程度で年齢・身体が合格し軍務を志願する老は，随時当地の学会董事に申込
　　　み，学務公所が調査登録のうえ本会に報告し，本省各水陸師学堂〔海軍・陸軍土官学校〕の学
　　　生募集時に本会より規定にしたがって推薦する）。
　　丁．地方自治を預備〔準備〕する（最近朝廷が大臣を特派し各国の政治と法律を考察させた。将
　　　来地方自治を行政の基礎とすべきであり，政法・警察等の速成科を設立して地方裁判・警察の
　　　補助を養成しなければならない）。
　　戊．本省学界を連合する〔注釈の要約：1．本省留学生の調査，2．年2度の省南北学務調査，
　　　　3．調査結果や意見の会員への通知，4．会員以外で外省・外国に就学している本省人の招
　　　待〕
　　己．各省学界と交流する（書簡や派遣参観により親睦をはかり知識を交換する）。
3．会所〔会事務所〕　交通の便により，上海に総会を設ける（暫時新間醤園弄第百八十六号に置く）。
4．会期〔略〕
5．会員　各府庁州県が公選する総会出席代表人，および入会を志願し会員が紹介した者で下記の資格
　　　に合致するものは，みな随時入会することができる。入会後はみな職員選挙・被選挙権および
　　　会場（常会・臨時会を指す）における議決権を持つ。
　　代表人資格：甲．学務董事〔理事〕，乙．各地地方学会会長，丙．地方総董〔郷鎮指導者〕，
　　　　　　　　丁．声望があり多くの人から称賛敬服されている者，
　　志願入会者資格：甲．学務に関係する紳士，乙．学務の普及扶助を担える紳士，
　　　　　　　　　　丙．工商実業を興し成功を収めた者　　　　　　以上はいずれも25歳以上の者
　　入会費および年会費：甲．入会事に入会費銀10元を納入する。
　　　　　　　　　　　　乙．会員は毎年，年会ca　6元を納入する。常会開催時に〔新年度分を〕あ
　　　　　　　　　　　　　らかじめ納入し，常会後に入会する者は入会時に全額納入する。
6．職員　総理：1人，協理：2人，
　　　　評議員：各府・各直隷州の所轄庁州県の多寡により差をつけ，どの庁州県かには拘らない
　　　　　　（江寧府7人，蘇州府10人，松江府8人，常州府8人，鎮江府5人，揚州府8人，
　　　　　　准安府6人，徐州府8人，通州4人，海州3人，太倉州5人，海門庁1人，計73人），
　　　　会董：庁州県ごとに各1人，
　　　　幹事員：全会計22人（経済部6人，調査部6人，普通部2人，専門部2人，庶務部6人一う
　　　　　　　　　　　　　　ち書記2人・会計2人・招待2人）
　　　　もし本会に対して相当の義務を尽くせない，あるいは本会の名誉を傷つけた者は，会員の確
　　　証提出により辞職させることができる。但し会員多数の議決を必要とする。
〔7、以下略〕
出典．『江蘇学務総会文積』初編，江蘇学務総会，1906年，上pp．3－8。
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り，その点において全省学界を結集するにはやや時期尚早な感もあった。では学務総会はなぜ
この時期に発起・結成されたのか。その背景を考察する前に，正式に成立した学務総会の「章
程」を概観し，さらに官側から認可登録される過程を見ることにしよう。
3　「江蘇学務総会暫定章程」
　大会で採択された「江蘇学務総会暫定章程」（表1）は，まず学務総会の「宗旨（基本目
的）」として，江蘇省の学務の得失を研究し，学界の進歩をはかることを謳い，教育界の外部へ
は干渉しないとしている（「2．宗旨」）。だがその具体的な活動項目をみると，「師範（教員養
成）の重視」などとともに，「実業の考求」や「尚武精神の提唱」，「地方自治の準備」を，それ
ぞれ「そのための人材育成」という注釈を付しながらも掲げており，学務総会の結成が狭い教
育改革の枠のなかで構想されたものではなく，明らかに実業・軍事・地方自治といった諸分野
の改革と呼応するものとして位置づけられていることがわかる。
　「3．会所」では「交通の便のため」に総会を上海に置くとしているが，これも単なる便宜
的措置ではなく，そのため，のちに見るように認可登録上の大問題となる。また「4．会期」
では年1回の常会と臨時会を規定し，臨時会は省全体に関わることだけでなく，地方的なこと
でも総会の協力が必要な場合は開くことができた。「5．会員」は前述した「上海江蘇学会広
告」の規定のままで，変更はない。
　「6．職員」では，商会にならって総理・協理を長とし，その下に評議員・会董・幹事員を
置く。ここには解職の規定はあるが，職員選出に関する規定はない（「8．職員の任期」には，
1期1年で再選できるとある）。しかしすでに見たように，第1次大会では一部が会長により
推挙されたものの，原則的には評議員・会董以外すべて投票により選出することになっていた
ようで，第2次大会ではそのとおり実施されている（後述）。
　以下，各役職を「7．職員の権限」とあわせて個別に見ていく。
　まず総理は会全体の事務の権限を持ち，協理はその補佐と緊急時の総理代行権を持つ。評議
員は全省教育事務と経済問題を議決する権限を持ち，各府・直隷州・直隷庁の単位で選出され
た地域代表である。その定員枠は表のとおりだが，江寧は所属4府2直隷州1直隷庁で37人，
江蘇は4府1直隷州で36人の計73人で，絶妙な配分となっていた。評議員の議決事項を現地で
執行するのが会董で，現地執行権のほか，経済上の困難がある場合には評議員議決を否決する
こともできた。会董は代表人と同様，庁・州・県から選出されたが，総理と所属評議員の認可
を経なければならなかった。
　幹事員のうち経済部幹事は会財政を管理して経済問題に関して審議権を持ち，調査部幹事は
各地教育の実態調査・教科書収集をおこない，普通部・専門部各幹事はそれぞれ各地の普通教
育・専門教育とその教科書を研究・検査し，庶務部幹事は会所にて日常的事務を処理した。
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　以上の諸規定に，江蘇学務総会が一面「本省同志により組織された」任意加入団体でありな
がら，一方で省内各地の学会や地域エリートを取り込み，各地の教育普及を，そしてさらに地
方自治を推進しようとする半ば公的な性格が表われている。この公的性格は，全省教育界の総
意を代表しているという仮定に基づくものであり，代表人・会董・評議員はそのための回路で
もあった。
N　江蘇教育総会への改組
　さて江蘇学務総会は，一部対立を孕みつつも，ともかく江蘇学界の統合をめざす団体として
正式に成立した。だがこれは会員の承認を得たというだけであり，以後，官側に認可登録され
るための交渉が続くことになる。そして，この間に中央から「教育会章程」が発布された（1906
年7月28日）ため27），学務総会は最終的に章程に「合致」した江蘇教育総会へと改組されること
になる。
1　江蘇省教育行政の南北二分構造
　彼らが相対した「官」とは，省教育行政機関である両江（江寧）学務処（駐南京）と江蘇学
務処（駐蘇州），最上級の地方官である両江総督（江蘇・安徽・江西3省管轄，駐南京）と江蘇
巡撫（江蘇省管轄，駐蘇州），そして江蘇学務総会結成大会の直前，12月6日（十一月十日）に
新設された中央教育行政機関である学部だった28）。
　江蘇省は他省と異なり，省財政長官である布政使が，両江総督の駐地である南京（略称，
寧）と江蘇巡撫の駐地である蘇州（略称，蘇）のそれぞれに置かれていた。そのため省内は，
江寧布政使の管轄する蘇北4府2直隷州1直隷庁と，江蘇布政使所轄の蘇南4府1直隷州とに
大きく分かれていた。両江学務処は，1903年，当時の署両江総督（署は代理の意）張之洞が設
置したもので，江寧布政使・督糧道・江南巡塩道を総弁（処長）としていた。また江蘇学務処
は，翌1904年，当時の署江蘇巡撫端方が設置したもので，江蘇布政使と督糧道を総弁としてい
た。1906年4月25日（光緒三十二年四月二日），清朝は新たな省教育行政官として提学使を，つ
いでその機関として学務公所を設置するが，江蘇省では南京に江寧提学使が，蘇州に江蘇提学
使が置かれた29）。つまり教育行政においても江蘇省は，南京を中心とする蘇北と，蘇州を中心
とする蘇南とに二分されたのであり，当時の教育統計にいたってはそれぞれ「江寧省」，「江蘇
省」として扱われている30）。
　そして南北の違いは，行政系統にとどまらなかった。光緒三十三年（1907年）の統計による
と，「江寧省」の学堂数は664か所，学生数は20，266人であるのに対し，「江蘇省」は学堂数952
か所，学生数は35，570人にのぼっていた31）。このように，前章でみた地域格差は，蘇北と蘇南
との南北格差としてとらえることができる。一般にも豊かな江南水郷の蘇南に対し，蘇北は貧
9
高田　幸男
しい地域と認識されていた。蘇北の評議員が蘇南より1人多いという配分も蘇北への配慮と考
えられる。学務総会成立大会で個人議決権をめぐり議論が紛糾したのも，単に個人の議決権を
確保するためだけでなく，評議員がそろわぬまま教育先進地域主導で会が運営されることへの
危惧も背景にあると思われる。個人の議決権を問題にした会員が江寧府出身者だったのも，必
ずしも偶然とはいいきれないのである。
2　学務総会の認可申請
　学務総会は中央学部および両江総督・江蘇巡撫に対し，同会を認可登録し各省に設立を促す
よう求める申請書を「暫定章程」とともに提出する。そこでは学務総会設立の必要性を以下の
ように説明する。まず，「学校を興し，人材を儲える」ことの重要性を強調，人材不足が地方自
治にも影響すること，だが学堂はいまだに科挙と同一視されているだけでなく，制度的にも不
統一で混乱を増していることなどを指摘し，その原因として，「官」（地方官）は任期が短く有
名無実であり，「紳」も教育普及に専心せず，ことの成り行きを見ているだけであることを指摘
する。そして，各省に学会を設立して研究をおこなわなければ，「綱挙目張」（要点をつかんで
全体を解決する）の効果を収め，「集思広益」（多くの意見を集めてより大きな成果を挙げる）
に役立てることができないと，設立の必要性を訴えている32）。清朝は「紳±」に依拠して諸改
革を進めざるをえなかった。だが真に効果を挙げるためには，「紳」の英知を結集し、大勢を改
革へ向かわせる必要がある。その結集の場が学務総会なのだというのである。
　興味深いのは，結集方法の範を商会に求めていることである。
　　商界〔実業界〕の〔意思結集の〕道すじは，〔商〕部の訓令を奉じて上海に商会を設立し，
　　それから各府庁州県に分会がいたるところに林立し，商民は耳目を一新するにいたりまし
　　た。…〔中略〕…上海に江蘇学務総会を設立し，商会の弁法に照して，総理・協理以下各
　　職員をそれぞれ投票選挙の方法を用いて選出し，帳簿を作って登録を申請いたします33）。
　商会は上海商務総会を中心に省内に分会の，各省へは総会のネットワークを形成し，商界の
意思を結集していた。各地に学堂や学会が乱立するなか，それらをネットワークに結びつけ学
界全体の意思を結集させるため，学務総会は商会を範とし，また正当性の根拠としたのであ
る。しかもその設置地点も同じく上海である。これにはさすがにクレームがつくことを危惧し
たのか，「上海に設立する原因は，濾濱〔上海〕の一隅は学堂が林立し交通も便利で，商会の考
えとおおむね同じです」と説明を付け加えている34）。
　そして「専ら学務の得失を研究し，学界外の事に渉らないことを以て宗旨としております」
とその「政治的無害」を強調したうえで，最後に危急の時に際しての決意を述べているのであ
る35）。
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3　認可登録上の障害一上海設置問題一
　この申請に対し江蘇巡撫陸元鼎は，学務総会設立の趣旨を理解し，教育への熱心さを評価，
認可登録すべきものとして江蘇学務処に通達した36）。だが学部の回答は，「学会は全国の教育
に関わるもので，本部〔学部〕が周到に章程を作成すべきである。〔章程の〕議定後に各省へ通
知」して画一にするというものであり，また両江総督周酸も「学会を設けたのはもともと学務
を研究するためであり，郡〔府のこと〕・県みな設立すべきである」としながらも「総会の名称
ならば省会〔省都〕にあるべきであって，上海という一隅の地にあるべきではない」と注文を
つけた37）。上海設置の是非が焦点となるのである。
　5月2日（四月九日）に受領した両江学務処の「照会」（通知）で，学部および両江総督の回
答内容を知った学務総会は，ただちにそれを「研究」し「反論」する38）。「反論」は長文で論旨
もやや錯綜しているが，興味深い主張をおこなっているので，以下整理して，見てみよう。
　学務総会は，まず学部の「学会の設置は全国の教育に関わる」という見解と，総督の「郡・
県みな設立すべきである」という見解の大意は同じであり，郡・県に学会の支会を作る以上，
総会がなければならないのは，商会の例に明らかであるとする。また学部が「章程を作成し各
省に通知して画一にする」と言い，総督が「総会の名称は省会にあるべし」と言うのも，大意
は同じだとする。要するに両者とも前段では，将来全国に学会を作るべきであると言い，後段
では，将来全国みな学会を画一にする章程をもつのが正しいと言っている，とまとめる。その
上で，その後段部分を問題にする39）。すなわち，江蘇で他省と同じく画一的に省会に総会を設
置できるか，という問題である。
　学務総会はそれを否定する。なぜなら江蘇の場合，総督は南京に，巡撫は蘇州におり，省名
は一つでも省会は二つあるからである。では南京と蘇州のどちらを選ぶのか。総督の回答で
は，ただ「総会の名称は省会にあるべし」と言うだけで，南京なのか蘇州なのか明確に指示し
ていない。そこで彼らは南京か蘇州への移転を仮定してみる。そして，上海で学務総会を結成
したメンバーは学界・商界いずれに属する者も上海で職務についているので，どちらかへ移転
するとなれば職を捨てて移らざるをえないと，まず現実的な困難を指摘する。それだけではな
い。「江寧」と「江蘇」とが一体性を失うことへの危惧がある。蘇州へ移転すれば，「江寧」・
「江蘇」を峻別する者はそれぞれを一区と見なすようになるだろう。しかも朝廷は提学使を南
京と蘇州に置くことにした。社会もまた江蘇学会を南京と蘇州に分置することになるのか。提
学使が南京と蘇州とに置かれる以上，学務処を改組して設置されるはずの学務公所も，寧・蘇
に分置されるだろう40）。
　そこで彼らは，行政のあり方を問題にする。今までの両江・江蘇両学務処はともに全省の学
務を管轄していたが，どうして江蘇学務処がほめたことを両江学務処は批判し，江寧が許可し
たことを江蘇は受理しないのか，とその対応の不一致を指摘する。官にしてこうであり，中国
11
高田　幸男
はすべてが「漢散」（ばらぼらになること）のなかで壊れていく，と分裂・瓦解への危機感を表
明する。「換散」を防ぐためには「合群」（団体を組織すること）しかなく，その起点が「社
会」であり，江蘇学会こそが江蘇の「合群」の起点なのである。そして「社会」の「合群」を
官へ，また各省へと推し広めていくべきである，と彼らは主張するのである41）。
　昨年の「学額」問題（入学定員問題，後述）では分省の疑念を生んだが，半年かけてようや
く融和させることができた。ここでもし行政上の区分にしたがって「江寧」と「江蘇」に分け
れば社会も分裂してしまうので，それはできない。またどちらか一方へも移れない。そこで第
3の案として改めて出てくるのが上海である。上海なら交通も便利なうえ，寧・蘇双方の反目
を回避でき，会がおこなう法政研究会（講習会）の講師の人材も豊富で，幹事も在職のまま会
務に従事できるので無給で済む，とその利点を列挙し，省会へ移転すれば「半分の事業で成果
は倍」だったものが「費用は倍だが成果は半分」になってしまうとしている42）。
　このように彼らは江蘇の特殊性を強調した上で，提学使が任命され，学部の「教育会章程」
が制定されたら，支障が生じないよう対応しなければならないとする。そして最後に，学会の
権限はただ「評議之地位」に置き，学務処が将来学務公所に改設されたら，「裁判之地位」に置
くが，「立法行政界説」（立法・行政間の境界の説）が権限を明らかにしているので，自ずと高
尚になり，全局を広く把握できると述べているのである43）。
　たしかに上海は省内でも群を抜いて学堂が普及しており，学界そして商界からも幅広く人材
を集めようとする学務総会の趣旨からすると，上海に会を設置するのが一番ふさわしかった。
とはいえ上海は行政上は一県にすぎず，官を説得するには形式面で根拠が弱い。そこで省会に
総会を置くことの問題点を列挙し，上海設置の根拠を固めようとしたものと思われる。
　ところで「評議之地位」「裁判之地位」の言に示されているように，彼らは新設の省行政機関
である学務公所に対して，学務総会を省教育立法機関として構想していたと思われる。張春は
ほぼ同時期，江蘇学政（旧来の省教育行政官，提学使の新設で廃止）に宛てた公文のなかで，
官の学務公所に相対する学会結成の必要性を説き，「立法行政之界説」を理解していないから，
学会を官に対峙する集団と誤解するのだと述べている44）。彼らにとって学務総会が江蘇教育に
おける議会的機関ならば，両学務公所に対応して「江寧」・「江蘇」に分裂してもよいことにな
る。事実，両江総督は「官」「紳」間の連絡を密にするため蘇州・上海とは別に南京への学会設
置を提起している。だが，学務総会はあくまで南北を統一した学務総会を追求しており，総督
案に対しては，寧・蘇にそれぞれ「江寧学務省会」・「蘇州学務省会」を設置し，上海を両者を
連絡する「枢紐」（かなめ）とする代案を出している45）。分裂の進行を食い止め，「合群」を推
進していこうとする彼らにとって，南北統一の学務総会を上海に設置することは譲れぬ一線
だったのである。だから提学使の任命，「教育会章程」の公布後，それらとの調整（すなわち，
つじつま合わせ）を模索するのである。
12
江蘇教育総会の誕生
4　江蘇教育総会の誕生
　1906年11月6日～7日（九月二十日～二十一日），江蘇学務総会は第2次大会を開催する。本
大会の最大の課題は「教育会章程」に準拠した改組であり，2日間の会期で「暫定章程」を改
訂して江蘇学務総会は江蘇教育総会と改称する。大会初日の出席者は178人，2日目は126人だ
った46）。
　大会初日，会長の報告に引続いて章程改訂案の審議にはいった47）。以下，審議の過程を織り
混ぜながら，主な改訂部分を見てみよう（表2参照）。
　まず，「簡章」の「宗旨」が実業・尚武・地方自治等「教育の範囲を超えて〔「温出」〕いて名
実が一致していない」という意見が会員より出された。江蘇学務総会の性格を象徴するこの規
定に対して，会員の中にいまだに疑義を持つ者がいたのである。だが会員の多くは「実業学校
設立の促進，水陸師〔海・陸軍士官学校〕学生の推薦，政法学堂や講習所の運営の種々の〔地
方自治の〕準備もまた，教育のなかの事である」として，宗旨の変更に賛成しなかった48）。
　結局，改訂後の「簡章」では，本文に「随時教育会章程に照して運営する云々」という文言
が加えられ，これら実業・尚武・地方自治があくまで「教育会章程」の枠内におけるものであ
ることが，強調されることになった。さらに「丙．尚武精神の提唱」の注釈において徴兵に関
する記述が削除され，軍務志願者の申込み先が教育会と勧学所に改められ，「丁．地方自治の準
備」の注釈から警察関係の記述が削除され，代わって地方自治能力の養成が明記された。警察
関係削除の理由は不明だが，学会に対する「誤解」を回避するためと思われる。
　次に新「簡章」では「3．会所」に南京・蘇州両省垣（省会）に事務所を設置することを追
加し，それにともなって総会を上海に設置した理由に「寧・蘇各所属の機関を連絡する」が付
け加えられた。だが，ある会員から両事務所はその境界が不明確で，運営に不統一が生じる恐
れがあるという指摘がなされた。また別の会員が，駐寧副会長が江寧提学使に，駐蘇副会長が
江蘇提学使にそれぞれ対応して責任を負うのは，流れとしてやむをえないが，その場合でも両
副会長は，寧・蘇を区別せず全体で公選すべきだと主張した49）。これらの発言は，いずれも寧
・蘇にそれぞれ事務所と副会長を置くことが，会の分裂につながることを危惧したものであ
り，南北問題がいかに深刻で，彼らが神経質になっていたかがうかがえる。ちなみにその後の
審議で両事務所には会計・書記各1名も配置することになった50）。
　また職員権限をめぐる審議では，評議員は評議会を開くようにすれば有名無実が避けられる
という意見があり51），「4．会期」に常会・臨時会の前後に評議会を必ず1回開催することを盛
り込んだ。各地域の代表であるはずの評議員が，会員から有名無実の恐れありと見られていた
のである。
　「5．会員」では，商会に由来する名称である総理・協理が，「教育会章程」にならって会長
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　　　　　　　　　表2　江蘇教育総会簡章（丙午年〔1906年〕修訂）（抄）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内は原注，〔　〕は筆者注，　　は変更箇所
1．本会は本省同志により組織成立し，名を江蘇学務総会と定める。今学部にしたがい名を江蘇教育総
会とする。
2．宗旨　専ら本省学務の得失を研究し教育の進歩をはかり，随時学部奏定の教育会章程にしたがって
おこなうほか，特に重要な事項を左に掲げる。
　　　甲．乙．〔ともに変更なし〕
　　丙．尚武精神を提唱する（各学校はみな体育を重視すべきである。〔削除箇所あり〕各府庁州県の
　　　学生のなかで高等小学校卒業程度で年齢・身体が合格し軍務を志願する者は，随時当地の教育
　　　会あるいは勧学所に申込み，学務公所が調査登録のうえ本会に報告し，本省陸軍・水師学堂
　　　　〔陸軍・海軍士官学校〕の学生募集時に本会より規定にしたがって推薦する）。
　　丁．地方自治を預備〔準備〕する（最近朝廷はすでに預備立憲の諭旨を頒布した。地方自治を行
　　　政の基礎とすべきであり，政法・学堂あるいは講習所を設立して地方自治の能力を養成しなけ
　　　れぽならない）。
　　戊．本省学界を連合する〔注釈の要約：1．本省留学生の調査，2．随時各府庁州県の学務調
　　　査，3．調査結果や意見の会員への通知，4．会員以外で外省・外国に就学している本省人の
　　　招待〕
　　己．各省学界と交流する（書簡や派遣参観により親睦をはかり知識を交換する）。
3．会所〔会事務所〕　交通の便ならびに江寧・江蘇各所属機関との連絡のため，上海に総会を設ける
　　　　（暫時新間醤園弄第百八十六号に置く）。南京・蘇州両省垣〔省都〕にそれぞれ事務所を設置
　　　　し，別に細則を定める。
4．会期〔略〕
5．会員　　〔変更なし〕
　　代表人資格：甲．学務董事〔理事〕，乙．各地方教育会会長，丙．工商実業を興し成功を収めた
　　　者，丁．声望があり多くの人から称賛敬服されている者，
　　志願入会老資格：〔変更なし〕
　　入会費および年会費：〔変更なし〕
　　　名誉会員　本省人の外地任官者あるいは省外居住者および省外・海外に留学・商売する者で，
本会に協力援助し，本会の推挙および出席会員の多数の認可を経た者
名誉賛成員　他省人で本会に賛成あるいは協力援助する者
6．職員　会長：1人，副会長：江寧所属・江蘇所属各1人，
　　　　　評議員：〔変更なし〕
　　　　　会董：〔変更なし〕
　　　　　幹事員：全会計28人（経済部6人，調査部12人，普通部2人，専門部2人，庶務部6人一う
　　　　　　　　　　　　　　ち書記2人・会計2人・招待2人）
　　　　　〔以下，変更なし〕
〔7．以下略〕
出典　『江蘇教育総会文贋』二編，江蘇教育総会，1907年，上pp．147－154。
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・副会長に改められ，また，代表人資格の丙が「地方総董」から，志願入会者と同じく「工商
実業を興し成功を収めた者」に改められた。代表人資格改訂の理由はr申報』にも述べられて
いないが，郷鎮自治全般に含みを持つ「地方総董」が忌避され，「工商実業家」は許容範囲であ
ることが興味深い。また「名誉会員」と「名誉賛成員」が新たに加えられたが，後者には賛否
両論が出て最後は挙手により通過している52）。他省人であることが問題となったのだろうか。
そのほか，目立った変更としては「6．職員」の調査部幹事員が6名から12名へ倍増されたこ
とである（後述）。
　なお，審議の早い段階で，「章程」改訂案に目を通す時間がないので後日議決したいとの意見
が出たため，賛否分かれて審議が一時空転し，会長が挙手で採決をはかった結果，審議続行と
なるという一幕があった53）。これは，一般会員に議案を十分検討できない不満があることがう
かがえて，興味深い。だが「8．職員の任期」では，1期1年で再選も可とする規定を1期3
年で毎回3分の1改選に改めようとしたが，否決されている54）。審議時間に不満はあるとはい
え，単なる承認のための「儀式」ではなく，それなりに実質的討議をしていたといえるだろ
う。
　「簡章」およびその他の審議ののち，各職員の選挙がおこなわれた。本大会では全職員が投
票で選出されたが，会長はやはり張審で147票獲得，副会長は王同愈（104票）と郡邦述（80票），
28人もいる幹事員は，うち10人が得票数10票未満で選出されている55）。
　ところが会長に再選された張審は前日の会長報告において，学会設立をめぐって様々な批判
・圧力を受けていること，学務を総理することがいかに困難かということを述べたうえで，自
身の非力と多忙を理由に辞意を表明していたのである56）。当選後の再度の辞意表明に対し，沈
恩孚は「会長がひとたび辞職すれば，他人による破壊を待たずしてこの会は安定した地位を保
てなくなる」と慰留し，会員全員が拍手で讃えたので，張は辞意を撤回した。そして各会員
に，自治において学務と政治の境界を厳密にして，他人による破壊を回避することで，はじめ
て会務が発展できることを訴えている57）。張審はこの時，預備立憲公会の準備に奔走してお
り，確かに多忙をきわめていた58）。辞意表明が本意だったか否かはともかく，少なくともこの
一幕が，微妙な段階にはいった立憲運動に配慮し，会員の危機意識を喚起するためのパフォー
マンスであったことは確かである。
　以上，第2次大会における「簡章」改訂の議論および改訂された内容を見てきた。改訂後の
「簡章」は，確かに「宗旨」において「教育会章程」への準拠を謳い，枠にはめ込まれた形に
はなっているが，章程全体の印象は驚くほど変わっておらず，一方「教育会章程」とは，条文
の立て方から文言の表現までほとんど一致点が見いだせない。特に顕著なのが「宗旨」の「実
業考求・尚武精神・地方自治」や，上海への会所設置，会員資格における「工商実業家」であ
るが，このほか地方教育会会長が地域代表である代表人として参加する組織構造は，「教育会
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章程」では禁じられている省レベル教育総会と県教育会との「統属関係」（管轄・隷属関係）に
限りなく近いものがある。江蘇教育総会は周囲の批判・圧力をみごとにはねのけて，発起以来
の独自路線を貫いているのである59）。
5　江蘇教育総会の「正当性」
　では江蘇教育総会はこのような「改組」のあり方を，どのように正当化しているのだろう
か。「改組」後に提出された登録申請のための公文「江蘇学務総会改設教育総会公呈督撫文」60）
に，彼らの主張をみることにしよう。
　彼らはまず，朝廷の方針が上下一体の教育振興であり，特に「紳」を「枢紐」としているこ
とを確認する。提学使の下の議長・議紳・省視学・県視学はいずれも「紳」であり，人民の義
務教育である地方教育は，官と比べ民間により親密な「紳」が担うべきだとする。学務を妨害
する「紳」は資格を厳しくして排除すればよいと「害群」の除去を前提にしつつも，「合群」の
必要性を確認する61）。
　次に彼らは江蘇省の教育が提学使設置以来寧・蘇に二分されたことを問題にする。「江蘇」
という名称は元来，寧・蘇両布政使所属の8府3州1庁を包括した名称であり，両省垣（南京
・蘇州）の各学堂や寧属の江北高等学堂（蘇北清江浦）・蘇属の江陰南苦高等学堂も今まで寧
・蘇の別なく学生を受け入れてきた。一旦，寧・蘇分離ということになれば，経済的に格差が
生じてくるだけでなく，南北分割の先入観も生むことになる。中国が団結するには，まず「漢
散」を除去しなければならず，画一の政令や統一された学制があってはじめて中央集権や教育
の普及ができる。統一のためにはまず「隔関」（わだかまり，感情的みぞ）を除去しなければな
らず，それにはまず「会通」（わかりあうこと）が必要である。だが江蘇では一行政区域に寧・
蘇両提学使が置かれ，もし社会がこれにならって南京と蘇州にそれぞれ教育総会を設けれぽ，
それは「隔関」を助長するだろう，と教育総会の分置がもたらす危険性を強調する62）。
　さらに按察使（省司法検察長官）は蘇州に1人配置されているだけで，常鎮道（道は省の下
の行政単位）は長江をはさんで常州・鎮江・通州・海門庁を統轄しており，必ずしも布政使の
管轄区分と同じではないこと，提学使の分置が学務繁忙による措置で絶対的なものではないこ
とを強調して，寧・蘇分割で別個の気風が生じることへの危惧を表明する。学務総会を省垣に
置かなかったのも，どちらか一方に置けば他方が反発し両者が乖離することを恐れたためであ
るとする。そして「教育会章程」にしたがって江蘇教育総会と改称したが，諸々の意見にした
がい，両省垣には事務所を置いて行政官に応対することにしたと述べ，寧・蘇を統合・連絡せ
ざるを得ないことを強調しているのである63）。
　「換散」の危機を訴えて，「合群」のために「第3の地」上海に総会を置いて南北を統轄す
る，という説明は以前と基本的に同じである。ただその表現は「隔関」を強調してより危機意
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識の強いものとなっているのである。
　江蘇巡撫陳愛龍はこの改組の趣旨を「障害を除去し文明を大江〔長江〕南北に駆使する」も
ので，学界の前途に多大な利益があり，「まことに深く侃服する」と評価し，督撫からの通知を
受けて学部も認可するにいたる64）。結局，学部は「教育会章程への準拠」を明記させるにとど
まった。その理由はさらに検討する必要があるが，現実問題として，省の教育普及は教育総会
に結集したエリートに依拠せざるを得ないこともあり，教育総会の列挙する主張に一定の「正
当性」を認めたものといえよう。
V　学務総会結成の背景
　江蘇教育総会は「漢散」の危機を訴えて，長江南北学界を統一する「合群」の拠点として総
会の上海設置を正当化した。では「漢散」の危機はどの程度現実の問題だったのか，あるいは
「杞憂」ないし「誰弁」に近いものだったのか。そもそも江蘇学務総会は，張審を中心とする
発起人たちの地方自治・立憲運動においてどのように位置づけられており，なぜ1905年という
年に，それもやや性急ぎみに結成されたのか。最後にその背景を考察してみよう。
1　地方自治・立憲運動
　すでに見たように，江蘇学務総会は単に教育界の結集のために結成されたのではなく，実業
・軍事・地方自治の諸分野の改革と呼応するものとして位置づけられていた。学務総会は当初
から，いわゆる「光緒新政」の進展を受けた新たな改革構想の全体的なビジョンの一角を占め
るものと想定されていたのである。そしてその目標は全国レベルでは立憲制の，地方レベルで
は地方自治制の実現である。『江蘇学務総会文順』初編「叙」は明確に述べている。
　　今，朝廷は鋭意刷新し，まさに地方自治に取り組もうとしている。その地方自治の原理を
　　発揮するのは，学会の責務でなければほかに誰がいるだろうか，ゆえに筆者〔書記の沈同
　　芳〕は学会を地方自治の雛形と考える。とりわけ江蘇学会は全国社会の雛形なのである。
　　上海は交通が便利で全国学務の公会をもつのにふさわしく，憲政準備の一端となることを
　　望むものである65）。
　ではこの雛形をどうやって全国に普及させていくのか。前章で見たように，それが上海商務
総会の方式だった。江蘇学務総会は，上海商務総会の方式を範とし，省内に分会の，各省へは
総会のネットワークを張りめぐらし，地方自治と立憲制を実現させようとしていた66）。
　こうした商会や学会のありかたが，張審とその人脈の構想によるものであることは前述のと
おりであるが，本稿ではこれ以上構想の分析には立ち入らず，学務総会結成にいたる「伏線」
を具体的にたどってみることにしよう。
　彼らにとって，1905年という年は下記のとおりきわめて重要，かつ多忙な年だった。
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?｛????
10月
11月
11月
清朝，張審の建議を「採用」し，江蘇北部を分離して「江准省」を設置。
アメリカの中国人移民制限に抗議する米貨ボイコット運動始まる。
濾寧（上海一南京）鉄路建設問題起きる。清朝，科挙廃止の上諭を発布。
南京各学堂において「学額問題」起きる。
「江蘇学会」の発起。
上海城廟内外総工程局の設立。
　　　～12月　上海閤邑学務公会の結成，上海学務公所の設立。
　　12月　清国留日学生取締反対運動起きる。会審公癖事件に対する抗議運動起きる。
　　　　　江蘇学務総会の結成。
　このうちアメリカの移民制限に対する反対運動は，移民同胞の支援と国益の保護を訴えるも
のだが，同時に国産品愛用の提唱という点で上海実業界の利益につながるもので上海商務総会
が主導的役割を果たした。濾寧鉄路問題は，同鉄道の敷設権をイギリスから江蘇エリートの手
へ回収しようとした運動。留日学生取締反対運動は，清朝政府の要請による日本政府の留日学
生取締強化に対する抗議運動で，江蘇出身学生は江蘇学界に支援を訴えた。会審公癬問題は，
租界司法当局による中国人女性の不当拘留事件に対する抗議運動。いずれも国益と同時に省益
や上海在住中国人の利益が意識された。そして上海閤邑学務公会は上海全県教育界の学会であ
ると同時に県教育行政を統括する上海学務公所に対する議事機関，上海城廟内外総工程局は上
海華界（租界を取り巻く中国人街）を総括する都市自治機関であり，それぞれ県教育行政と華
界都市行政を担うものだった67）。さらに「江准省」は，現実には江蘇北部の分離建省に駿小化
されてしまったが，張審の本来のプランは，山東省青島に拠点を置くドイツによる江蘇省海州
の奪取を阻止するために，江蘇北部・山東南部・安徽東北部・河南東南部を併せて「徐州省」
とし，防備を固め実業を振興しようというもので，省の枠組みすら越えて国益を追求したもの
だった68）。
　このように，国・省・県・都市の各レベルにおける利害が意識され，一方で実際に上海では
自治が実現しつつあったのが，1905年という年だった。
　この同時進行する諸事件・運動に対応して，張審やその周囲の人物もしばしば会合を開いて
おり，そのなかで，各地の学会を江蘇省という単位で統括し，さらに全国各省ヘネットワーク
を広げていく必要性への共通認識が浸透していったと考えられる。
　たとえば張審とも交流のあった馬良が会長をしていた濾学会という学会は，5月18日にアメ
リカへの抗議運動を開始し，6月にはいると市内各学校・教育団体とともに上海商務総会との
連携を求め，7月17日には商務総会等とともに集会を開き米貨ボイコヅトの実行を決議，8月
6日には単独で二千人の抗議集会を開いている69）。濾学会は，やがて濾寧鉄路問題や地方自
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治，「本省学界」の問題にも取り組むようになり，9月3日，この3重要案件の討議のために集
会を開く。そしてこの席上で，来賓の穆仔齋が「現在，上海の学会はきわめて多く，連合して
一つとなり，地方自治の基礎となるべきである」と演説し，次に立った葉亭照もその「聯合公
会」の提起に大いに賛同しているのである70）。ここに，学会を統合して地方自治の基礎とし，
立憲制の実現を展望する張審と共通する認識の波及が見いだせるだろう。
　こうして省レベルの学会を求める気運が高まるなかで発せられたのが，科挙廃止の上諭だっ
た。教育に関心を寄せる多くの地域エリートが，これにより結集の必要性をさらに痛感したに
違いない。上諭から一月足らずで江蘇学会が発起されたことは，これで一応説明がつくのであ
る。
2　省益の衝突
　だが江蘇学会結成は，このような地方自治から立憲制へと展望するポジティヴな動機だけに
よるものではなかった。すなわち，濾学会でも重要案件ととらえていた「本省学界問題」であ
る。
　濾学会は「他省の学堂〔学校〕はみな省分を〔本省人に〕制限をしており，わが江蘇の学生
にも，すでに入学している者が退去させられたり，入学しようとする者が拒絶されることがし
ばしば起きており，やむを得ずここに良策を求めてわが江蘇固有の権利を保たねばならない」
として，この問題を提起する71）。そして前述の上海諸学会の連合を提起した集会では，来賓か
ら「南京水師武備両校〔海軍・陸軍士官学校〕は本省人が少数しかおらず，殊に不公平であ
る。特に学界の人々を連合して南京へ公文を送って方法を改良し，江蘇人に軍人の資格を持た
せ，南方人の文弱な旧弊を一掃しよう」という発言があり，会場全体の賛同を得ている72）。
　学校における「客籍」（現地の「本省人」に対する本籍が他省にある「外省人」）学生の排斥
も，同じく1905年に表面化した問題だった。特に科挙が廃止されると，仕官を目指していた地
域エリートたちは進学や留学による学位の獲得に走るようになる。さらに新式学堂への入学を
奨励するのに，科挙時代の「生員」「挙人」「進士」といった称号が利用され，科挙に無縁だっ
た庶民の学堂への無関心と裏腹に，エリートの間では入学競争が過熱していった。その結果，
学堂の入学定員（「学額」）があたかも科挙の合格定員のように見なされ，客籍学生を排除して
本省人の人材を養成しようという傾向が強くなっていく73）。濾学会の言う「本省学界問題」と
は，江蘇省教育界の権利・権益の確保の問題であり，その対抗する相手は「他省」だった。学
会の「聯合」は，現実には他省との対抗で焦眉の問題となっていたのであり，江蘇学務総会の
結成もそれと無関係ではなかった。
　たとえば江蘇学務総会の結成に対して，『申報』1905年12月8日の「来函」欄に長沙の曾鑑吾
という人物の江蘇学務総会宛ての書簡が掲載される。曾はまず「近ごろ貴省が争学〔学額紛
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争〕で〔自己の〕主張に務めていることを聞き，また全省学会が成立したと聞き，称賛せずに
はおれません」と，学額問題と学務総会結成とを一連の事として評価し，「自省の財産で自省の
事業を興すことは，本省人はみな関与の権利を持っており，これは世界の公理です」と，それ
を支持する。なぜなら一見発展しているように見える江蘇の教育も，外省人の腐敗した官僚が
親族を学校に引き入れていて，形だけで精神のないものになっているからである。だがこれは
江蘇に限らず，どの省にも共通する問題であり，地方自治を推進するのなら学堂も本省人が運
営すべきである，と曾は主張する。湖南は数年前より大小学堂をみな本省人が握り，成果を挙
げている。曾は，湖南は制限が厳しすぎ外省の文明を吸収しにくい弊害があるとしながらも，
江蘇の弊害は制限がなさすぎて本省人の権利が侵されているとして，学界から「害虫」を駆除
するよう勧めているのである74）。
　このように曾は，地方自治推進の見地から江蘇の団結と自省権益の防衛を歓迎している。だ
が，中央から派遣される地方官は「回避制」によって常に外地人であるため，「地方自治」も西
欧流の住民自治ではなく，現地に本籍を置く本地人エリートによる統治と解釈され，客籍全般
の排除につながりうる。まして入学定員となれば仕官に関わる重大事である。曾の言う湖南の
厳しすぎる制限は，官僚・幕僚や商人として湖南に在住する江蘇人にも打撃を与え，その反動
が江蘇に波及することになる。
　張審が日記に「寧省〔南京〕に本省の学額を争う説が蜂起する」と書いたのは，光緒三十一
年九月二日（1905年9月30日），江蘇学会が発起する4日前である。同四日（10月2日）には，
張は南京から来た萌胱典らと学額について「久しく談じている」75）。濾学会の提起以来，一月足
らずで問題は急速に拡大していったのである。
　問題とされたのは前述の水師学堂をはじめとする南京の官立学堂の定員である。南京の官立
学堂は，たとえば両江総督が創立した三江師範学堂が総督管轄下の江蘇・安徽・江西3省から
学生を募集していたように，江蘇以外に安徽や江西の学生も受け入れ，さらに南方最大の政治
拠点である南京には多数の官僚・幕友とその家族が居住していたため，客籍の学生も多数受け
入れていた76）。だが経費の多くは江蘇省，特に江蘇布政使から出ているため，相対的に冷遇さ
れている江蘇学生が不満を募らせていた。そして湖南・漸江・福建などにおける外省人排斥に
刺激され，安徽の蕪湖学堂が江蘇籍学生を排除したことがきっかけとなって，定員比率の是正
を求める運動へと発展したのである77）。同年12月にはついに南京各学堂の学生たちがストライ
キを強行するにいたる78）。
　では，この問題に江蘇学務総会はどう対応したのだろうか。
3　地域間対立への対応
　この間，前述のように江蘇学務総会は結成大会へ向けて準備を進めていたが，張審やその他
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の指導メンバーは，そのかたわら督撫や学部へ各学校の状況を報告し学額の改正を請願してい
る79）。彼らは今回の事態を，官立学堂では外省人が派遣されて総弁（校長）になり，その結
果，総弁が湖南人の学堂では湖南学生が，漸江・福建人なら漸江・福建の学生が，学生の多数
を占めるようになったことによるとする。だが「換散」の進行を恐れる彼らは，学額をめぐっ
て地域間対立が激化するのを危惧し，対立の緩和を求めようとする。そこで対立激化の要因と
して前述のような科挙的称号による利益誘導の禁止を訴え，また寧属の各学堂を「紳弁」に改
めるよう要求する。後者は，総弁を投票選挙で選出し，再選されなければ在職できなくして，
その腐敗を防こうとするもので，まさに地方自治的プランだった。そして，江蘇の学生の権益
を確保する一方で，客籍の学生にも一定の定員を残して就学の機会を与えるべきだとしている
のである80）。
　江蘇学務総会の指導部には，濾学会のような，あるいは学額問題のために結成された「蘇省
学会」のような省益を前面に出して行動する姿勢は見られない81）。ちなみに南京の学生がスト
に突入すると，「江蘇学会が電文で退学を指示した」と伝えられ，r申報』はスト中止を要請す
る学務総会の電文を掲載して噂を否定し，学務総会は以後の書簡で印章と署名のないものは学
務総会とは無関係であると表明している82）。第2次大会における張審の辞意表明でも明らかな
ように，江蘇学務総会は，常に周囲から「官と争って権力奪取を目指そうとしている」という
「猜疑の目」で見られており，「党派的」「権力的」と映る行動にはきわめて慎重だった。
　と同時に，江蘇学界の権益を確保しつつ事態を穏便に収拾することは，学務総会にとって今
後の組織拡大のための試金石ともなったと思われる。学生のストライキに対して学務総会は，
学額の改正を働きかける一方，両江学務処を通じて，のちには直接に，学生に中止を呼びか
け，張審に依頼された馬良が南京に赴いて学生を説得し，ストの中止に成功するのである83）。
　以上のように，省益を守りつつ他省との連帯を模索し「合群」を積み上げていこうとするの
が，江蘇学務総会の方針だった。だが，すでに随所で触れてきたように江蘇省は決して一枚岩
ではなく，省内南北問題をはじめとしてさまざまな内部矛盾を抱えていた。具体的な問題や県
レベルとの関係については改めて考察する必要があるが，ここでは，学額問題との関連で見て
みよう。
　両江総督は学務総会と同問題を協議するなかで，現在は省界（省による区分）を外籍と争っ
ているが，省界が定まれば本籍内の争いは免れない，と学額問題が省内の権益争いへ発展する
ことに懸念を表明している84）。学額問題は各省間の問題にとどまるものではなく，省レベルで
の対立と同様に，府や県のレベルでも学堂が科挙の資格試験である府試・県試と同一視され，
対立を引き起こしうるものだったのである85）。この総督の懸念に対して学務総会も，本省割り
当てを各州・県に均等にして争いの元を断つとしている86）。
　さらに寧属と蘇属との間にも利害のズレがあった。学務総会は，まず蘇属にとって安徽は外
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省に位置づけられるが，寧属にとって両江総督が管轄する安徽は外省ではないとする。安徽は
毎年南京に租税を送っており，それが安徽エリートには学額確保の根拠と見なされているが，
それは蘇州（蘇属）には無関係であり，またそれが根拠となるのなら，新彊や甘粛を財政援助
している江蘇はそれらの省に学額を持てることになる。学務総会はこのように寧・蘇の違いを
指摘しながらも，自分たちは学額に固執するつもりはなく，融和をめざしていると述べてい
る87）。この寧・蘇の違いは固執すれば両者間の財政負担の格差なども表面化しかねない問題で
ある。すでに見てきたように江蘇学務総会は南北問題に細心の注意を払い，教育総会への改組
においてもその統一を貫徹しているが，それは学額等の諸問題が対応如何によって南北対立に
発展しかねないという現実の危機感に裏打ちされたものだったのである。
　また他者に対する融和的態度は官との関係においても重要だった。政治的結社と見なされる
ことを避けて学会の地位を確立するためである。各地における学会の結成は，地方官や保守的
なエリートとの間に摩擦を引き起こしていたが，学務総会は各地へ調査部幹事を派遣し，その
実情調査に基づき調停をおこなっている88）。教育総会へ改組する際に調査部幹事が倍に増やさ
れたのも，おそらくトラブルの頻発によるためであろう。摩擦の背景には前述のように地方官
の側に学会に対する「誤解」・不信感があった。学務総会はこれに対し「絶対に官と権力を争う
意図はない」と再三弁明し89），一部地域におけるトラブルが公文においてrr流血』といわずに
r革命』といい，r地方の掌握』といわずにr券言乱政』という」ように誇大に報告されている
ことを批判しているgo）。
　と同時に，学務総会として他の政治勢力に利用されないよう自重している。学務総会の姿勢
は，「十七省学会」への対応によく表われている。学務総会結成大会の直後，会は一週間以内に
南京で「十七省学会」を結成するので代表を派遣してほしいという要請文を受領する91）。だが
同電文は無署名だったため学務総会は公開質問状を発する。質問状は，まず十七省学会という
以上，各省の公認の下に章程を制定すべきで，17省出身の南京在住者が結成するのでは単なる
「旅寧（南京在住）各省学会」にすぎない，と手続上の不備を指摘する。その上で，本会の
「宗旨は学界の交流であって，外省に対して先入観はないが，他省はおおむねびくびくとして
本会を外省を拒絶する道具〔「抵拒外省之具」〕と見なしている」とし，江蘇を加えた18省が連
合により団体を固めるのならよいが，18省を連合して相互に争う（「争競」）のはいけないと述
べている92）。学務総会指導部は自らが省益のための排外団体と見なされていることを充分自覚
した上で，地域エリートの「総意」に認知されていない「十七省学会」の「正当性」を認め
ず，「換散」のための連合であると見なして，それへの加入を拒否するのである。
　ときあたかも学額問題で南京の学生がストに突入した直後で，しかも前述のように学務総会
が同ストを指示したという噂が流れており，この「十七省学会」も学額問題となんらかの関係
があることが考えられる。これらの「策動」に対し，学務総会としても，その姿勢を明確にす
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る必要があった。のちに江蘇教育総会自身が中心となって教育総会聯合会を結成することを考
え合わせると興味深い。
VI　おわりに
　以上，江蘇学務総会が結成され，江蘇教育総会へ改組される過程を見てきた。
　江蘇学務総会は，明らかに張審の地方自治・立憲制実現の構想に基づき，また張答とその人
脈によって発起・結成された。それは江蘇学界の総意を代表する機関で，省教育における立法
機関であることが期待された。いわば学界において上海商務総会に対応するものであり，その
組織も結成の「正当性」も先例である商会に依拠していた。このような特徴は会の宗旨や会員
資格に明確に示されている。
　学務総会が「教育会章程」に基づく江蘇教育総会への改組の過程で，もっとも固執したのが
上海への総会設置であった。上海は教育が発達し，学務総会の会員の多くが上海に居住してお
り，また上海商務総会や張審らの立憲運動の拠点でもあったからであるが，彼ら自身が特に強
調Lたのが，上海以外では江蘇省南北を統一できないということである。当時，省の教育行政
は南京の両江学務処と蘇州の江蘇学務処の二重体制で，南京・蘇州のいずれかまたは両方に総
会を置くことは，そのまま省の二分につながるという危惧があった。それは新政の進展によっ
てパンドラの箱を開けたように，さまざまなレベルの地域的利益が噴出・錯綜し，教育界にお
ける学額問題のような地域間対立を引き起こすことによって，現実の危機感となった。学務総
会は上海設置問題を南京・蘇州に事務所を置くことで「解決」し，ようやく江蘇教育総会が誕
生することになる。結局「教育会章程」の統制にもかかわらず，彼らは発起当初の路線を貫徹
することに成功するのである。
　では彼らはなぜ江蘇省南北の統一にこだわったのだろうか。蘇北と蘇南は単に経済的に格差
があるだけでなく，そもそも自然的・歴史的環境も大きく異なる。蘇北は北方方言を話し，文
化的には山東・河南とも近いのに対し，蘇南は呉方言を話し，漸江とともに系統の異なる呉文
化圏を形成しており，その限りでは一体化する必然性は必ずしも高くないのである。おそらく
地方自治の単位として既存の政治的単位である省が想定されたというだけでなく，それを担っ
た地域エリートたち自身が省を科挙の単位として育ち，その人脈を基盤にネットワークを築い
てきたということが考えられるのではないだろうか。学額問題もその人的基盤の再生産に関わ
る重大問題だったのである。そして「洋務運動」や「新政」の下で省単位の人材育成が強化さ
れ，これが省単位への地域エリートの凝集（いわゆる「省紳」，省エリート）をより強化してい
くと考えられる。本稿では学務総会の具体的人脈や財政には触れることができなかった。特に
人脈については，地方学会・教育会や商会等との関係を見る上でも重要であるが，今後の課題
としたい。
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注
1）　本稿では，厳密には挙人以上に限定される「紳」「紳土」という名称の使用を避け，「紳士」的行動
　規範を共有する生員以下も含めたより幅広い層で，やがて近代中・高等教育を受容し，教育界・実業
　界その他へ分化専門化していく過渡的存在というニュアンスも込めて，地域エリートという名称を使
　用し，史料上の表現に関連する場合は「紳」「紳士」等の語も用いる。また教育界（史料上では「学
　界」）も同様に未分化ながら，教育への関与・関心という点で共通する地域エリートの総称として用
　いる。
　　なお本稿では，原則として日付には西暦を用い，中国暦は漢数字にて表記する。
2）　Marianne　Bastid；trans．　by　Paul　J．　Bailey，　Educational　Reform　in　Early　20th－Century　China．
　Ann　Arbor，1988．　translation　of　Aspects　de　ta　r6forme　de　t’enseignement　en　Chine　au　debut　de
　20e∫‘∂c‘θ．197Lおよび中井英基「書評M・バスティド『20世紀初頭，中国教育改革の諸相』」（『張
　審と中国近代企業』北海道大学図書刊行会，1996年，初出『天理大学学報』87，1973年）。
3）　小林宏己「清末政治と教育会」（『史海』24・25合併号，1977年）。
4）拙稿「清末地域社会における教育行政機構の形成一蘇・漸・院三省各庁州県の状況一」（『東洋学
　報』75－1・2，1993年），およびBarry　Keenan，　Imperial　China’s　Last　Academies　：Social　Change
　in　Lotverγangzi，1864－19〃．　Berkeley，1994．ちなみに，筆者は前掲拙稿において張智の構想につい
　て具体的な検討をしておらず，実態に基づき教育会を「地方自治への突破口」と推測するにとどまっ
　ていたが，のちに中井英基氏から多くのご教示を受けた。記して感謝したい。また，日本における清
　末の教育会を含む地域社会研究については，野澤豊編『日本の中華民国史研究』（汲古書院，1995年）
　の第2編第4章「教育史」（筆者担当）を参照のこと。
5）　章開況『開拓者的足　一張警伝稿一』（中華書局，1986年，邦訳書，藤岡喜久男訳『張審伝稿一中国
　近代化のパイオニアー』，東方書店，1989年）。なお中国においては，地域社会研究や商会研究の一環
　として教育会へ言及することはあっても，教育会を正面から扱った研究は管見の限りではまだない。
　だが『中国近代教育史資料匪編　教育行政機構及教育団体』（上海教育出版社，1993年）には江蘇教育
　会をはじめとして各地教育会に関する史料を多数収録しており，筆者も同書により史料の存在を知る
　ことができた。いずれ本格的な研究が現われるものと思われる。
6）　沈恩孚rr江蘇教育総会文膜』六編叙（1911年）」（前掲『中国近代教育史資料匪編教育行政機構及
　教育団体』，p．266による）。なお，沈は続けて，実行時期も自省内の活動を主とした時期から1910年に
　は各省教育界の交流時期に入り，それは政治における諮議局聯合会，実業界の南洋勧業会と同じく，
　中国の社会が消極から積極へ転じたことを示していると述べている（pp．266－267）。
7）　「叙」（r文憤』初編，江蘇学務総会，1906年）叙p．1。
8）　『申報』1906年9月27日「江蘇学会文憤初編叙」。
9）　『文膜』二編は天理大学朱鵬氏より，同三編は上海社会科学院歴史研究所施拍柱氏より，四編は華東
　師範大学図書館李志武氏よりコピーを提供していただいた。記して感謝したい。また五編は前掲『中
　国近代教育史資料鷹編　教育行政機構及教育団体』にも掲載されておらず，散逸してしまった可能性
　がある。
24
江蘇教育総会の誕生
10）　『申報』1905年10月5日「江蘇学会紀事」。なお，同記事は集会の場所を「江蘇学会事務所」とする
　が，『文績』三編の「本会開会一覧表」には「於蒙学報館」とあり（下p．1），本稿では同報館（新聞
　社）に事務所が設置されたと解釈した。
11）　『申報』同上記事。
12）　『申報』1905年10月6日「江蘇学会広告」。
13）　r申報』1905年10月9日「紀議立江蘇学会情形」。なお各人の諦（本名）・字については，『江蘇教育
　総会会員姓名住肚録　自乙巳十一月迄丙午八月』（江蘇教育総会，1906年）によった。
14）　前掲「本会開会一覧表」，下pp．1－2。ちなみに『文順』初編の奥付も「江蘇総学会」となっている。
15）　張審は同年九月九日（10月7日）の日記に「臥乃不起。学会発起，小有衝突，聞推余為会長」と記
　しているが，それ以前には，江蘇学会に関する記述は見当たらない（張審研究中心・南通市図書館編
　　『張春全集』第6巻日記，江蘇古籍出版社，1994年，p、558，以下，『張響日記』と略す）。
16）　学会発起時に上海に招かれた最古参会員である沈同芳は，発起から成立大会までに数回談話会が開
　かれたと述べている（前掲「本会開会一覧表」，下p．1）。
17）　『申報』1905年11月19日「上海江蘇学会広告」。ちなみに『文順』初編奥付の所在地も「新間醤園」
　となっている。これは民家を借りたもののようで，1909年（宣統元年），県城西門外に総額銀1万3000
　両を投じて3階建ての新会所を落成している（『江蘇省教育会十年概況』，江蘇省教育会，1914年，pp．
　4－6）。
18）　前掲拙稿，pp．72－82。
19）　『申報』1905年12月14日「江蘇学会集議情形」。
20）　前掲「本会開会一覧表」，下pp．1－6。
21）　前掲「江蘇学会集議情形」，およびr申報』1905年12月14日「江蘇学会暫定簡章」，同15日「江蘇学
　会開会続誌」「続江蘇学会暫定簡章」，同16日「江蘇学会開会三誌」，同17日「江蘇学会開会四誌」。
22）　前掲「江蘇学会集議情形」。
23）　同上，および前掲「江蘇学会開会続誌」，前掲「本会開会一覧表」，下pp．1－6。
24）彼らがいずれも張審の経営する大生紗廠の株主であることは，中井英基氏よりご教示を受けた。記
　して感謝したい。
25）　ちなみに注15の記述から，10月4日の江蘇学会発起集会においても若干の紛糾があったことがわか
　るが，詳細は不明である。また同8日の集会における十余人の退出や，結成大会の出席者が発起当初
　より減少していることなども，なんらかの対立による可能性が考えられる。
26）
27）
28）
29）
30）
前掲「本会開会一覧表」，下p．4。
丁致聰主編r中国近七十年来教育記事』（国立編訳館，1935年）。
同上。
前掲拙稿，p．68。提学使設置の日付は前掲『中国近七十年来教育記事』による。
学部総務司編『第一次教育統計図表　光緒三十三年』（影印版，近代中国史料叢刊三編，文海出版
　社）。
31）　同上，影印版pp．445－446，　pp．475－476。
32）　「上学部設立江蘇学務総会呈」（『文憤』初編），上pp．1－2。
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33）　同上，p．2。
34）　同上。
35）　同上。
36）　「蘇撫陸照会」（『文膜』初編），上p．8。なお同文には日付が記されていないが，陸は1906年2月17日
　　（光緒三十二年一月二十七日）に「開訣」（免職）になっているので，それ以前ということになる（銭
　実甫編『清季重要職官年表』，中華書局，1959年）。
37）　「両江学務処照会」（『文腰』初編），上pp．9－10。同文も発せられた日付はないが，文中に周が光緒三
　十二年三月十七日（1906年4月10日）に学部の公文を受領したとある。
38）　「覆両江学務処論総学会応設上海書」（『文憤』初編），上p．10。もちろんこれはあからさまな形での
　批判・反論ではない。なお，本公文には付記として，同文発送後に「勧学所章程」と「教育会章程」
　が発布されたとあり，5月13日（四月二十日）以前ということになる（前掲『中国近七十年来教育記
事』）。
39）
40）
41）
42）
43）
44）
前掲「覆両江学務処論総学会応設上海書」，上p．10。
同上，上pp．10－11。
同上，上pp．11－12。
同上，上p．12。
同上，上pp．12－13。
「上江蘇学政唐条陳学務書」（『文膜』初編），上p．65。この公文は，文中で昨年学会を設立したと述
　べており，1906年春で学政廃止以前のものと思われる。また，県レベルの学務公所・学会の関係の具
　体例については前掲拙稿，pp，80－82を参照のこと。
45）　「両江学務処沈観察桐来書」（『文膜』初編），上pp．82－83，および「復両江学務処沈観察桐論寧蘇分
　設省学会書」（『文積』初編），上p．81。ちなみに後者は前者への返信だが，ともに日付は不明。
46）　前掲「本会開会一覧表」，下pp．6－8。なお『申報』1906年11月7日「江蘇総学会開会紀事」では大会
　を「特別会」とし，出席者も「来賓三人，会員二百余人」とする。
47）　前掲「本会開会一覧表」，下p．6。
48）　前掲「江蘇総学会開会紀事」。
49）　同上。
50）　同上。
51）　同上。
52）　同上。
53）　同上。
54）　『申報』1906年11月8日「江蘇総学会開会続紀」。
55）　前掲「本会開会一覧表」，下pp．8－10。なお王同愈の得票数は『申報』では109票となっている（前掲
　　「江蘇総学会開会続紀」）。ちなみに，のちに江蘇省教育会を率いることになる黄炎培は，このとき10
　票獲得して幹事員に選出されている。
56）　前掲「江蘇総学会開会紀事」。
57）　前掲「江蘇総学会開会続紀」。
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58）　章開況，前掲書，p．183（邦訳書，　pp．194－195）。ちなみに張審の光緒三十二年九月二十二日（1906
　年11月8日）の日記には，辞意表明にも関わらず再選され，厚く慰留されたので，自治を厳にしなけ
　れば破壊を防げないことを告げた。学会の義務と権利は何かという馬良の質問に，「自成団体，不予人
　以破壊之為権；共図教育進歩，得尺則我之尺，得寸則我之寸為利」と答え，会員たちは納得したと書
　かれている（『張審日記』，p．580）。
59）　「奏定各省教育会章程摺」（多賀秋五郎編『近代中国教育史資料清末編』，日本学術振興会，1972年，
　pp．430－433）。
60）　「江蘇学務総会改設教育総会公呈督撫文」（r文腰』二編，上pp．1－3）。同文に添付された「蘇提学使
　周容部頒発鈴記照会」（r文順』二編，上pp．3－4）によると，江蘇提学使は十月二十四日（12月9日）
　江蘇巡撫より同文に対する批（指令）を受領しているので，同文はそれ以前，おそらく第2次大会閉
　幕後ただちに提出されたものと思われる。ちなみに同文は「江蘇紳土公呈（為上海設江蘇教育総会
　事）」と題して『申報』1906年12月8日にも掲載されている。
61）　前掲「江蘇学務総会改設教育総会公呈督撫文」，上p．1。
62）　同上，上pp．1－2。
63）　同上，上pp．2－3。
64）　前掲「蘇提学使周容部頒発鈴記照会」（上pp．3－4），および「寧提学使陳部准刊用鈴記照会」（r文
　憤』二編，上pp．4－5）。なお，この寧提学使の照会によると，両江総督端方は光緒三十二年十二月八日
　　（1907年1月21日）に，江蘇教育総会に鈴記（公印）作成を許可する学部の通知を受領している。
65）　『文順』初編，叙p．1－2。
66）　「上学部設立江蘇学務総会呈」（『文腰』初編），上p．2。
67）米貨ボイコット運動および湛寧鉄路問題については，章開玩，前掲書，p．187，　pp．208－214（邦訳
　書，pp．197－198，222－228）などを，学務公会・学務公所については，『上海県続志』，1918年，巻九学
　校上の「勧学所」を参照。留日学生取締反対運動については，さねとうけいしゅう『日中非友好の歴
　史』，朝日新聞社，1973年，pp．24－31。また会審公癬問題と上海城廟内外総工程局設立およびその相互
　の関係については，高橋孝助・古厩忠夫編『上海史一巨大都市の形成と人々の営み一』，東方書店，
　1995年，pp．86－90，を参照のこと。
68）　なおこの媛小化した「江潅建省」に対し張署は日記に「痴人前難説夢」と書き，怒りをぶちまけて
　いる（r張審日記』，p．546）。「江潅建省」については，章開玩，前掲書，　pp．205－207（邦訳書，　pp。219
　－221）を参照。
69）　r申報』1905年5月22日「濾学会集議抵制華工禁約」，同6月7日「学堂擬通力協助籠抵華工禁約」，
　　向7月20日「公議実行不用美貨之特別大会」，同8月7日「湛学会会商抵制美約弁法」。ちなみに濾学
　会は，r学術研究」をおこない「学界の公益を図る」目的で1904年8月に結成された学会で，1907年に
　　は教育研究会と合併して上海県教育会となっているが，江蘇学務総会との関係は現在のところ馬良を
　接点とする以外，不明である（湯志鉤主編r近代上海大事記』，上海辞書出版社，1989年，p．583，お
　　よび前掲『上海県続志』巻十学校下の「学会」）。
70）　『申報』1905年9月4日「湛学会提議要件」。ちなみにこの穆仔斎とは，穆繭初の兄で当時愛国学社
　　会員だった湘謡（字は将参，号は恕斎）ではないかと思われる。のちに実業家となる穆繭初は馬良と
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ともに濾学会の創立者だった（陳玉堂編『中国近現代人物名号大辞典』，漸江古籍出版社，1993年，お
よび徐友春主編『民国人物大辞典』，河北人民出版社，1991年）。
71）
72）
73）
74）
75）
76）
『申報』1905年9月2日「濡学会提議特別大事之預告」。
前掲「湛学会提議要件」。
「上学部請明定各省学額並撤錆科挙名目呈」（『文膜』初編），上pp．26－28。
「長沙曾鑑吾致江蘇学会書」（『申報』1905年12月8日「来函」）。
『張讐日記』，p．558。
「蘇省学会」（後述）の説明によると，南京の各学堂は当初，一切の経費を江南から調達していたた
　め，学額は江蘇5割，安徽3割，客籍2割となっていたが，この割合はやがて遵守されなくなり，江
　蘇の定員はしだいに減少していったという（r申報』1905年11月30日「詳志蘇省学会縁起併衝突情
　形」）。
77）　前掲「上学部請明定各省学額並撤錆科挙名目呈」，上pp．26－27，および「上江督周論寧垣学務雷」
　　（『文順』初編），上pp．36－43。同上文は，『申報』1905年11月26日付に「江蘇紳士張殿撰等致江督周玉
　帥公函」と題して掲載され，さらに前掲『張警全集』第4巻事業，pp．37－41に転載された。
78）　張審は光緒三十一年十一月十七日（1905年12月13日）の日記に，「江寧各学校本省諸生以争学額将罷
　学〔ストライキ〕，甚無謂〔よろしくない〕也」と書いている（『張審日記』，p．562）。
79）　『申報』1905年10月7日「江蘇紳士庫彦彬等請改正学額公呈」，および前掲「上学部請明定各省学額
　並撤錆科挙名目呈」，前掲「上江督周論寧垣学務書」。
80）　前掲「上学部請明定各省学額並撤錆科挙名目呈」，上pp．29－30。
81）蘇省学会は科挙の停止で学堂定員をめぐる紛争が激化してきたことに対し，江蘇の権益を挽回する
　ために，蘇州の「紳士」たちによって結成された。11月29日の結成大会は千人余が出席したが，寧瀬
　鉄路や米貨ボイコットの議論で政治への関与の是非をめぐって三百余人が衝突する事態となったとい
　う（前掲「詳志蘇省学会縁起併衝突情形」）。一方，学務総会も結成大会において「学額」問題を討議
　しているが，江蘇省の経済のために省による境界は作らないという意見が出され，会長・副会長が南
　京に行き再度協議することになっている（前掲「本会開会一覧表」，下p．5）
82）　『申報』1905年12月23日「張殿撰致寧垣学務処電」，および「致三江師範学堂李観察瑞清論各校罷課
　書」（r文順』初編），上p．91。同上文はr申報』1905年12月27日に「張殿撰等致三江師範学堂総弁李観
　察書」と題して掲載されている。ちなみに張審は問題の電文の発信者を突き止めるが，うち1名ば障
　祖郡が推薦した人物だった（『張警日記』光緒三十一年十一月二十七日，p．563）。
83）　同上，および『申報』1905年12月27日「上海江蘇学務総会致江寧蘇属学生電」，同1906年1月5日
　　「紀蘇紳硅寧勧諭学生事」。馬良の赴寧が張審の依頼によることは，前掲『張審日記』，光緒三十一年
　十一月二十九日（1905年12月25日）の項による（p．563）。
84）
85）
86）
87）
「三上江督周論寧垣学務書」（『文順』初編），上pp．45－53。
前掲「上学部請明定各省学額並撤錆科挙名目呈」，上p．28。
前掲「三上江督周論寧垣学務書」，上p．45。
同上，上pp．45－46。
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88）　黄炎培『八十年来』（文史資料出版社，1982年），p．48。ちなみに黄はこの調査部幹事としてはじめ
　て深く社会に立ち入ることになり，江蘇63県の4分の3を調査したという（同上，pp．48－49）。また地
　方学会をめぐるトラブルについては前掲拙稿，pp．79－80。
89）　前掲「復両江学務処沈観察桐論寧蘇分設省学会書」，上pp．81－82。
90）　「復寧学務処沈観察桐論官紳弁学意見書」（『文順』初編），p．84。同文はr申報』1906年4月11日付
　に「張殿撰復寧学務処沈観察函」と題して「代論」，すなわち社説に代わるものとして掲載された。学
　務総会の立場を強くアピールしたと思われる。
91）　『申報』1905年12月29日「南京十七省致上海江蘇学会電」。
92）　「復寧垣十七省学会発起人書」（『文憤』初編），上pp．91－92。同文は「上海江蘇学会復寧各学堂函」
　と題して，『申報』1905年12月29日付に前掲「南京十七省致上海江蘇学会電」と並べて掲載された。
〔付記〕　本稿は1995年度文部省科学研究費補助金奨励研究（A）による研究成果の一部である。
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The　Founding　of　the　Jiangsu　General　Association　of　Education，
1905－1906：Local　Politics　and　the　Local　Elite　in　Late　Qing　China
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TAKADA　Yukio
　　　　The　Jiangsu　General　Association　of　Education（江蘇教育総会）was　the　Late　Qing　legal
organization　for　education　in　Jiangsu　province，　and　then　was　renamed　the　Jiangsu　Provincial
Educational　Association　in　Republican　China，　exerting　a　considerable　power　in　both　Jiangsu
Province（江蘇省）politics，　and　indeed　those　of　China　as　a　whole．　The　earlier　incarnation　of　this
organization，　the　Jiangsu　General　Association　of　Educational　Affairs（江蘇学務総会）was　formed
in　1905，　and　then　upon　the　central　government’s　Ministry　of　Education’s（学部）promulgation　of
the　Regulations　of　Educational　Associations（教育会章程），　the　group　was　reorganized　under　these
regulatiorエs，　and　renamed　the　Jiangsu　General　Association　of　Education．　This　essay　analyzes　the
contents　of　the　discussion　leading　to　the　formation　of　this　organization　and　the　rules　of　the
organization　which　were　debated　and　approved　by　the　Ministry　of　Education　and　the　Provincial
Governor　from　the　time　of　the　formation　of　the　Jiangsu　General　Association　of　Educational
Affairs　until　its　reformation　as　the　Jiangsu　General　Association　of　Education，　The　Jiangsu
General　Assoclation　of　Education　was　based　on　the　provincial　selfgovernment　and　constitutional
ideals　held　by　Zhang　Jian（張讐）and　others，　and　appeared　and　was　established　amid　the
developing　moment　to　boycott　American－made　goods　and　the　movement　to　recover　the
Shanghai　and　Nanjing　railroads．　The　members　of　this　association　were　not　limited　to　educators，
they　included　industrialists　and　members　of　the　local　elite．　But　the　greatest　problem　for　the
Provincial　Governor　and　the　Ministry　of　Education　at　the　time　of　the　association’s　reorganization
lay　in　the　fact　that　the　head　office　of　the　organization　was　located　in　Shanghai，　not　in　one　of
the　two　provincial　capitals　of　Jiangsu　Province，　either　Nanjing（南京）or　Suzhou（蘇州）．　Using
the　argument　of　the　danger　involved　in　the　north－south　sp且it　of　Jiangsu，　the　General　Association
persisted　in　housing　its　head　office　in　Shanghai（上海）．　This　was　not　simply　an　adjunct　to　the
fact　that　the　focal　point　of　the　constitutional　movement　was　located　in　Shanghai，　it　was　also　in
response　to　the　need　for　the　maintenance　of　the　profits　of　a　unified　north　and　south　Jiangsu
province，　and．　in　response　to　the　escalation　of’the　regional　confrontations　that　were
accompanying　the　development　of　New　Policies（新政）．　The　Jiangsu　General　Association　of
Education　was　representative　of　the　prosperity　of　the　province，　while　it　strongly　avoideds
conflicts　with　other　provinces　or　with　the　ministries　and　maintained　the　unity　of　the　province，
protecting　the　special　features　of　the　Jiangsu　General　Association　of　Educational　Affairs，　and　as
such，　was　recognized　by　the　Ministry　of　Education　as　an　educational　association．
　　　keywords：Educational　Association，　Educational　Reform　in　Late　Qing　China，　Local　Elite，
　　　　　　　　　　　　　　　Local　Self－government．
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